
「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）」
（平成30年11月26日）以降の高等教育政策の主な動向

令和５年７月

資料５－２



Ⅵ．高等教育を支える投資 … コストの可視化とあらゆるセクターからの支援の拡充 …

Ⅴ．各高等教育機関の役割等 … 多様な機関による多様な教育の提供 …

Ⅱ．教育研究体制 … 多様性と柔軟性の確保 …

2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（答申）【概要】

Ⅲ．教育の質の保証と情報公表  … 「学び」の質保証の再構築 …

多様な教員多様な学生 多様で柔軟な教育プログラム 大学の多様な「強み」の強化多様性を受け止める柔軟
なガバナンス等

 必要とされる人材像と高等教育の目指すべき姿  高等教育と社会の関係

Ⅰ．2040年の展望と高等教育が目指すべき姿 … 学修者本位の教育への転換 …

 18歳で入学する日本人を主な対象
として想定する従来のモデルから

脱却し、社会人や留学生を積極的
に受け入れる体質転換

→ リカレント教育、留学生交流の推進、
高等教育の国際展開

 実務家、若手、女性、外国籍など
の様々な人材を登用できる仕組み
の在り方の検討

→ 教員が不断に多様な教育研究活動
を行うための仕組みや環境整備

  （研修、業績評価等）

  文理横断・学修の幅を広げる教育、

時代の変化に応じた迅速かつ柔軟
なプログラム編成

→  学位プログラムを中心とした大学制度、
複数の大学等の人的・物的資源の共有、
ICTを活用した教育の促進

  各大学のマネジメント機能や経営
力を強化し、大学等の連携・統合を
円滑に進められる仕組みの検討

 人材養成の観点から各機関の
「強み」や「特色」をより明確化し、
更に伸長

  全学的な教学マネジメントの確立
→ 各大学の教学面での改善・改革に資する取組に係る

指針の作成

 学修成果の可視化と情報公表の促進

 設置基準の見直し
（定員管理、教育手法、施設設備等について、
時代の変化や情報技術、教育研究の進展等
を踏まえた抜本的な見直し）

 認証評価制度の充実
（法令違反等に対する厳格な対応）

高等教育機関への進学者数と
それを踏まえた規模

国公私の役割

地域における高等教育

 歴史的経緯と、再整理された役割を踏まえ、
地域における高等教育の在り方を再構築し
 高等教育の発展に国公私全体で取り組む

 国立大学の果たす役割と必要な分野・規模に
 関する一定の方向性を検討

 将来の社会変化を見据えて、社会人、
留学生を含めた「多様な価値観が集まる
キャンパス」の実現

   学生の可能性を伸ばす教育改革の
ための適正な規模を検討し、教育の質 
を保証できない機関へ厳しい評価

【参考】2040年の推計
• 18歳人口：120万人（2017）

→ 88万人（現在の74%の規模）
• 大学進学者数：63万人（2017）

→51万人（現在の80%の規模）

 各学校種（大学、専門職大学・専門職短期大学、短期大学、高等専門学校、専門学校、大学院）
における特有の課題の検討

 転入学や編入学などの各高等教育機関の間の接続を含めた流動性を高め、より多様なキャリア
パスを実現

 国力の源である高等教育には、引き続き、公的支援の充実が必要

 社会のあらゆるセクターが経済的効果を含めた効果を享受することを踏まえた
民間からの投資や社会からの寄附等の支援も重要（財源の多様化）

 教育・研究コストの可視化

 高等教育全体の社会的・経済的効果を社会へ提示

公的支援も含めた社会の負担への
理解を促進
→ 必要な投資を得られる機運の醸成

Ⅳ．18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の
規模や地域配置 … あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」 …

 普遍的な知識・理解と汎用的技能を文理横断的に身に付けていく

 時代の変化に合わせて積極的に社会を支え、論理的思考力を持って
社会を改善していく資質を有する人材

予測不可能な時代
を生きる人材像

学修者本位の
教育への転換

 「何を学び、身に付けることができたのか」＋個々人の学修成果の可視化
（個々の教員の教育手法や研究を中心にシステムを構築する教育からの脱却）

 学修者が生涯学び続けられるための多様で柔軟な仕組みと流動性

2040年頃の社会変化
国連:SDGs「全ての人が平和と豊かさを享受できる社会」
Society5.0 第4次産業革命 人生100年時代 グローバル化 地方創生

→ 国立大学の一法人複数大学制の導入、経営改善に向けた指導強化・撤退を含む
早期の経営判断を促す指導、国公私立の枠組みを越えて、各大学の「強み」を活かした
連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）」制度の導入、学外理事の登用

 複数の高等教育機関と地方公共団体、産業界が
各地域における将来像の議論や具体的な連携・
交流等の方策について議論する体制として
「地域連携プラットフォーム（仮称）」を構築

→ ・ 単位や学位の取得状況、学生の成長実感・満足度、  
学修に対する意欲等の情報 

・ 教育成果や大学教育の質に関する情報
の把握・公表の義務付け

→ 全国的な学生調査や大学調査により整理・比較・一覧化

  教育と研究を通じて、新たな社会・経済システムを提案、成果を還元

  多様で卓越した「知」はイノベーションの創出や科学技術の発展にも寄与

  雇用の在り方や働き方改革と高等教育が提供する学びのマッチング

「個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会」に貢献

教育の質保証システムの確立

「知識の共通基盤」

研究力の強化

産業界との協力・連携

地域への貢献

平成30年11月26日
中 央 教 育 審 議 会
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「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン【答申】（平成30年11月26日）」を踏まえた取組状況①

１．多様な学生 18 歳で入学する日本人を主な対象として想定する従来のモデルから脱却し、あらゆる世代、多国籍の学生が学ぶ

２．多様な教員 実務家、若手、女性、外国籍の様々な人材が活躍

３．多様で柔軟なプログラム

○社会人入学者数は、学部段階では約1万9千人と最多【令和３年度】、大学院段階では近年概ね1万7千人前後で横ばい
○履修証明制度の最低時間数の短縮（120時間→60時間）、履修証明プログラムに係る単位授与・修業年限の通算､学修

証明書の交付等ができるよう、学校教育法施行規則及び大学設置基準等の一部を改正【令和元年度】
○コロナ禍前には外国人留学生受入れ30万人を達成【令和元年度】
○留学生交流に際して保証されるべき高等教育の質を担保するため、ユネスコの東京規約及び世界規約に基づき高等教育資格
 承認情報センターを設置   【令和元年度】

○国際性向上のため、国際教育連携課程制度（ジョイントディグリー）を見直す大学設置基準等の改正を実施【令和３年度】
   ダブルディグリー・ジョイントディグリープログラムの推進【JDプログラム数 H30:15件→R5:27件】
○近年の国際情勢の変化・変動も含めた内外の経済社会状況を踏まえて、国・地域の特色に応じた留学生の受入れや双方向の
 国際交流拡大の推進戦略について「戦略的な留学生交流の推進に関する検討会とりまとめ」を取りまとめ【令和５年度】

○実務家教員の大学教育への参画が促進されるよう大学設置基準改正を実施【令和元年度】
○多様化する教員の働き方に対応し実務家教員の登用や複数大学等でのクロスアポイントメント等が促進されるよう、従来の専
任教員の概念を、学位プログラムに係る責任性を明確化した「基幹教員」に改める大学設置基準改正を実施【令和４年度】

○大学が自らの判断で機動性を発揮し、学内の資源を活用して学部横断的な教育に積極的に取り組むことができるよう学部等連
係課程制度を創設する大学設置基準改正を実施【令和元年度】

○多様な学修ニーズに応じるため、「単位互換制度の運用に係る基本的な考え方について」にて柔軟な対応が可能である旨を通
知【令和元年度】

○中央教育審議会大学分科会において、多様化・複雑化する社会経済課題に対応するため従来の専門分野の枠を超えた「文
 理複眼」的な思考ができる人材の育成について議論したことなどをまとめた「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振 
興方策について（審議まとめ）」を取りまとめた【令和４年度】

○大学のより先導的な取組を促進するため、内部質保証等の体制が十分機能していること等を要件とする教育課程等に係る特例
制度を導入する大学設置基準改正を実施【令和４年度】

リカレント教育の推進

留学生交流の推進
・大学の国際展開の推進

文理横断、学修の幅を広げる教育、
多様で柔軟な教育プログラム

の充実

教員が不断に多様な教育研究活動
を充実できる環境や仕組みの整備

＜教育研究体制ー多様性と柔軟性の確保ー＞
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「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン【答申】（平成30年11月26日）」を踏まえた取組状況②

４．多様性を受け止める柔軟なガバナンス 大学内外の人的・物的リソースの効果的共有

5．大学の多様な「強み」の強化 人材育成の観点から各機関の「強み」「特色」を明確化し、更に伸長

○「何を学び、身に付けることができるのか」、「学んでいる学生は成長しているのか」、多様で魅力的な教員組織、教育課程があるか

○客観的・複眼的な外部からの意見を反映することで、大学運営の透明性を確保し、社会への説明責任を果たすべく、理事に学
 外者を２人以上含むよう国立大学法人法を改正【令和元年度】

○学校法人運営調査における経営指導の充実（経営指導強化指標の設定、きめ細かい集中的な指導等）【令和元年度】
○経営基盤の強化と効率的な経営の推進等のため、国立大学の一法人複数大学制度の導入を可能にするよう、国立大学法
 人法の一部を改正。 【令和２年度】

○大学、地方公共団体、産業界等様々な関係機関が一体となった恒常的な議論の場を構築し、地域の将来ビジョンを共有し、
 地域の課題解決に向けた連携協力の抜本的強化を図るべく、「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」を策定
【令和２年度】

○地域の国公私立の枠組みを越えた緊密な連携や機能分担を推進する大学等連携推進法人の認定制度を創設【令和３年度】

○３ポリシーに基づく教育課程の編成等や自己点検・評価、認証評価の結果を踏まえた不断の見直しを行う旨を規定上明確に
   する大学設置基準改正を実施【令和４年度】

○学修者本位の実現を図るための教育改善と社会に対する説明責任を果たしていく大学運営の在り方を示す教学マネジメント
 指針を策定【令和２年度（令和４年度追補）】

○教学マネジメント指針において、DPに定められた学修目標の達成状況を明らかにするための学修成果・教育成果、これらを保
 証する条件として公表する意義があると考えられる情報を整理【令和２年度】

○各大学の教育改善に活かすこと、我が国の大学に対する社会の理解を深める一助とすること等を目的として学生目線からの大
 学教育や学びの実態が把握できるよう全国学生調査（試行実施）を行った。【令和元,3,4年度】

○中央教育審議会大学分科会質保証システム部会において「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審
議まとめ）」を取りまとめ【令和３年度】、学修者本位の大学教育の実現に向けて大学設置基準等を改正【令和４年度】

学外理事の登用

「強み」を活かす連携・統合の
仕組みの整備

設置基準の見直し

各機関の「強み」「特色」を明確化

教学マネジメントの確立、
情報公表の更なる充実、

学生調査・大学調査

＜教育の質の保証と情報公表ー「学び」の質保証の再構築ー＞

認証評価制度の充実
○教育研究活動の改善等を促す制度的な担保を設ける観点から、不適合となった大学等に報告又は資料提出を求めるなどの
 認証評価制度の改善を実施【令和元年度】

○「新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）」において、認証評価制度の改善の方向性をと
 りまとめ【令和３年度】
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「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン【答申】（平成30年11月26日）」を踏まえた取組状況③

１．高等教育機関への進学者数とそれを踏まえた規模

２．国公私の役割

３．地域における高等教育

○履修証明制度の最低時間数の短縮（120時間→60時間）、履修証明プログラムに係る単位授与・修業年限の通算､学修
証明書の交付等ができるよう、学校教育法施行規則及び大学設置基準等の一部を改正【令和元年度】（再掲）

○教育未来創造会議の第二次提言「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ＜J-MIRAI＞」において、2033年までに
 外国人留学生受入れを年間40万人、日本人の海外留学派遣を年間50万人に拡大するという目標を設定【令和５年度】

○知識集約型社会において知をリードし、イノベーションを創出する知と人材の集積拠点としての役割を国立大学が担っていくとして、
国立大学改革方針を策定【令和元年度】

○国公私の各大学団体における「将来像」がとりまとめられた 【平成３０年度～令和元年度】

○「地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン」を策定【令和２年度】（再掲）
○大学等連携推進法人の認定制度を創設【令和３年度】（再掲）

社会人・留学生を含めた多様性のある
キャンパスの実現

国公私を通じた連携で
「知の基盤」を構築

２０４０年を見据え、
規模、分野等の在り方の見直し

＜18歳人口の減少を踏まえた高等教育機関の規模や地域配置ーあらゆる世代が学ぶ「知の基盤」ー＞
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＜高等教育を支える投資ーコストの可視化とあらゆるセクターからの支援の拡充ー＞

○意欲ある者が家庭の経済状況にかかわらず、希望する質の高い教育を受けられるよう、真に支援が必要な低所得世帯の学生
 等に対して、授業料・入学金の減免と、返還を要しない給付型奨学金の支給を併せて行う高等教育の修学支援新制度を開
始【令和２年度】

民間からの投資や支援

○国立大学法人、公立大学法人及び独立行政法人国立高等専門学校機構への個人寄附に係る税額控除の対象事業の
拡大【令和２年度】

○国立大学法人が債券発行できる対象事業に「先端的な教育研究」を追加する国立大学法人法施行令改正を実施
  【令和２年度】

○大学等を設置しようとする学校法人等の設立のための寄附金につき、一定の要件を満たした場合に寄附額の全額を指定寄付
 金の対象とする制度改正を実施【令和５年度】

学生支援



中央教育審議会大学分科会における
グランドデザイン後の審議の進捗



■2040年を見据えた大学院教育のあるべき姿

「知のプロフェッショナル」の育成を大学院が中心的に担う。

① 学部段階で身に付けることが求められる論理性や批判的思考力、コミュニケー
ション能力等の普遍的なスキル、リテラシーのいずれも高い水準で身に付けてい
ること

② 自ら課題を発見し仮説を構築・検証する力等の、大学院でこそ身に付けることが
期待される、社会を先導する力、様々な場面で通用するトランスファラブルな力

③ 各セクターを先導できる複数の領域にわたる高度な専門的知識
が求められ、あわせて、STEAM※、データサイエンス、幅広い教養が必要。

Society5.0の実現等、2040年頃の社会変化に対応するため「知のプ
ロフェッショナル」が諸外国と遜色ない水準で活躍することが必要

しかし現状は数々の問題点が・・・
・諸外国に比べ修士・博士学位取得者の割合が低い（修士は約1/3、博士は

約1/2、特に人文・社会科学で低い）にもかかわらず、入学定員の未充足
が常態化

・大学の強みや特色を踏まえた人材養成が出来ているとは言い難い状況
・博士後期課程は、大学院のカリキュラムと社会や企業の期待との間に

ギャップがあるとの指摘
⇒こうした課題がキャリアパスに対する不安を招き、大学院への進学を躊躇

出典：科学技術指標2018

人口100万人当たりの修士学位
取得者数の国際比較

～社会を先導する人材の育成に向けた体質改善の方策～ (審議まとめ) 概要

2040年の社会の需要に応えていくためにも
早急に「大学院教育の体質改善」が必要

４つの人材養成機能 ①研究者養成
②高度専門職業人養成
③大学教員養成
④知識基盤社会を多様に支える

高度で知的な素養のある人材の養成

各大学院がそれぞれの強み・特色を
活かして人材養成目的を見直した上で、
以下の取り組みを行う。

■学位プログラムとしての大学院教育を確立し、大学院教育の実質化をさらに進めるため、三つの方針の策
定・公表を義務付ける。

「学位授与の方針」
三つの方針 「教育課程編成の方針」

「入学者受入れの方針※ 」

三つの方針に基づき､養成する人材像等を学修者や大学外に
提示するとともに、自ら継続的に検証・改善することで学
位の質を保証する。（内部質保証の確立）

■人材養成目的に即して教育研究組織を柔軟に見直す。特に、学生の進路に責任を負う観点から、修了者の実態
の把握・追跡等を踏まえ、進路の確保が見込めない専攻等について、定員縮小や社会的ニーズの高い専攻等へ
の振替を含む見直しが必要。

１三つの方針を出発点とした学位プログラムとしての大学院教育の確立

２ ３各課程に共通して求められる
教育の在り方

各課程ごとに求められる
教育の在り方

４

５

６

７

今後に向けて
■大学院改革の優れた取組を｢卓越大学院プログラム｣を通じて支援
■大学院全体の課程の在り方（博士後期課程レベルの高度専門職業人養成を
含む）について引き続き検討

■学修課題を複数の科目等を通して体系的
に履修し、基礎的素養と専門知識の応
用力等を培うコースワークの充実
(「博士課程教育リーディングプログラム」の
優れた取組の普及､「卓越大学院プログラム」
等を通じた優れた事例の創出･普及)

■専門的知識と普遍的なスキル・リテラ
シー等を身に付ける取組として、ダブ
ルメジャー、メジャー・マイナーや、
「学部・研究科等の組織の枠を超えた
学位プログラム」等の活用

■国際的に切磋琢磨する環境を構築する観
点から、ダブル・ディグリー、ジョイ
ント・ディグリー等の推進

【修士課程】※｢高度専門職業人｣｢高度で知的な素養のある人材｣の養成が主たる目的
■学部段階教育との有機的な接続、高度・広範な専門的能力と高度の汎用

的能力、職業社会で活用可能な実践的研究能力の育成等
(大学院設置基準で定められた修了に必要な単位数を超えた授業科目等の実施を含む)

学位授与の在り方
■研究指導体制の強化と学位審査の透明性・公平性の確保

（学修成果・学位論文の評価、修了認定の基準の公表）
■博士論文研究基礎力審査の在り方の検証 など

優秀な人材の進学の促進
■入学者選抜の改善（「入学者受入れの方針」に沿った大学院入試の改革、大

学院入学者選抜実施要項の見直し）
■修士課程等の学生に対するリクルートの改善(博士の魅力等の発信､ロー

ルモデルの提供､進学の意思決定タイミングを踏まえた経済的支援の制度設計)
■在学中に必要な学費や経済的支援の見通し提示の努力義務化 など

博士後期課程修了者の進路の確保とキャリアパスの多様化
■博士課程修了者の活躍状況・処遇の可視化（産業界での幹部職員の学

位取得状況、賃金や昇進状況等について情報収集・発信）
■キャリア構築に係る大学としての組織的支援 など

リカレント教育の充実
■実践的な教育プログラムの展開
■社会人の時間的･空間的障壁を低下させる取組促進
■履修時間・学事暦の工夫や、履修証明プログラム等の活用等 など

※STEAM＝Science, Technology, Engineering, Art, Mathematics

【博士課程】
■区分制博士課程の適切な運用、社会の求める教育とのミスマッチの解消

（主専攻以外の科目の体系的履修、実務家教員による実践的教育、企業等メンターの
活用等）、プレFD実施・情報提供の努力義務化、国際感覚を養う取組、
産業界との共同研究等

【専門職大学院における課程】
■コアカリキュラムの策定状況や教育課程への反映状況等の国による把握・

情報発信、実務家教員向けFDの充実、教育課程連携協議会を活用した実
務家教員の能力の確認､国際的な評価機関による認証の促進に向けた検討

■体系的な教育プログラムの確立､身に付く能力の可視化､社会ニーズ
に対応した新たなタイプの人材養成目的の模索､キャリアパス開拓

■理工系の優れた取組の取り入れ、「学部・研究科の枠を超えた学位
プログラム」への参画 など

８人文・社会科学系大学院の課題とその在り方

博士課程教育リーディングプログラムでは、①大学院教育の実質化、②経済的支援、
③国際経験を積む機会の充実、④産業界と連携した教育研究等が進んだものの・・・

※平成23年に義務化済み

※研究室の状況が変化する中で、研究環境の確保について別途検討が必要

人口100万人当たりの博士学位
取得者数の国際比較

平成31年（2019年）１月22日
中央教育審議会大学分科会
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予測困難な時代を生き抜く自律的な学修者を育成するためには、学修者本位の教育への転換が必要。
そのためには、教育組織としての大学が教学マネジメントという考え方を重視していく必要。

Ⅰ 「三つの方針」を通じた学修目標の具体化
 学生の学修目標及び卒業生に最低限備わっている能力の保証として機能するよう、ＤＰを具体的かつ明確に設定

積極的な説明責任

Ⅲ 学修成果・教育成果の把握・可視化
 一人一人の学生が自らの学修成果を自覚し、エビデンスと共に説明できるようにするとともに、DPの見直しを含む教育改善にもつなげてゆくため、

複数の情報を組み合わせて多元的に学修成果・教育成果を把握・可視化
 大学教育の質保証の根幹、学修成果・教育成果の把握・可視化の前提として成績評価の信頼性を確保

社会からの信頼と支援

学長のリーダーシップの下、学位プログラム毎に、以下のような教学マネジメントを確立することが求められる。

Ⅱ 授業科目・教育課程の編成・実施
 明確な到達目標を有する個々の授業科目が学位プログラムを支える構造となるよう、体系的・組織的に教育課程を編成
 授業科目の過不足、各授業科目の相互関係、履修順序や履修要件について検証が必要
 密度の濃い主体的な学修を可能とする前提として、授業科目の精選・統合のみならず、同時に履修する授業科目数の絞り込みが求められる

 DPに沿った学修者本位の教育を提供するために必要な望ましい教職員像を定義
 対象者の役職・経験に応じた適切かつ最適なＦＤ・ＳＤを、教育改善活動としても位置付け、組織的かつ体系的に実施
 教学マネジメントの基礎となる情報収集基盤である教学ＩＲの学内理解や、必要な制度整備・人材育成を促進

Ⅳ
教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
基
盤

（
Ｆ
Ｄ
・
Ｓ
Ｄ
、
教
学
Ｉ
Ｒ
）

教学マネジメント指針の概要

○ 大学がその教育目的を達成するために行う管理運営であり、大学の内部質保証の確立にも密接に関わる重要な営みである。

○ その確立に当たっては、教育活動に用いることができる学内の資源（人員や施設等）や学生の時間は有限であるという視点や、学修者本位の教育の実現のためには大学の時間構造を「供給者

目線」から「学修者目線」へ転換するという視点が特に重視される。

教学マネジメント
とは

○ 学修者本位の教育の実現を図るための教育改善に取り組みつつ、社会に対する説明責任を果たしていく大学運営（＝教学マネジメントがシステムとして確立した大学運営）の在り方を示すもの。

○ ただし、教学マネジメントは、各大学が自らの理念を踏まえ、その責任でそれぞれの実情に応じて構築すべきものであり、本指針は「マニュアル」ではない。

○ 教育改善の取組が十分な成果に結びついていない大学等に対し、質保証の観点から確実に実施されることが必要と考えられる取組等を分かりやすく示し、その取組を促進することを主眼に置く。

○ 本指針を参照することが最も強く望まれるのは、学長・副学長や学部長等である。また、実際に教育等に携わる教職員のほか、学生や学費負担者、入学希望者をはじめ、地域社会や産業界

といった大学に関わる関係者にも理解されるよう作成されている。

「学位プログラム」レベル

「授業科目」レベル

教学マネジメント
指針とは

Ⅴ 情報公表
 各大学が学修者本位の観点から教育を充実する上で、学修成果・教育成果を自発的・積極的に公表していくことが必要
 地域社会や産業界、大学進学者といった社会からの評価を通じた大学教育の質の向上を図る上でも情報公表は重要

「大学全体」レベル

三つの方針（「卒業認定・学位授与の方針」（DP）、「教育課程編成・実施の方針」（CP）、「入学者受入れの方針」（AP））
教学マネジメントの確立に当たって最も重要なものであり、学修者本位の教育の質の向上を図るための出発点

各取組を、大学全体、学位プ
ログラム、授業科目のそれぞれ
のレベルで実施しつつ、全体と
して整合性を確保。

7

追補 「入学者受け入れの方針」に基づく大学入学者選抜の実施
 入学段階で身に付けていることが求められる資質・能力等や、評価・判定の方法・基準について、「入学者受入れの方針」に具体的に示す
 入学者選抜が求める学生を適切に見いだすものとなっていたか、点検・評価を実施し、その結果を踏まえてAP等の見直しを実施 学位プログラム共通の考え方

や尺度（アセスメントプラン）に
則り、大学教育の成果を点
検・評価

7

令和2年1月22日（追補：令和5年2月24日）
中央教育審議会大学分科会



 デジタルトランスフォーメーションやグローバル化の進展により、世界的規模で激しく社会と価値観が変化している中で、大学は教育と研究の
本来的な機能の発揮を通じて、社会の将来的な発展を支え、推進する基盤となるものである。そして、大学が知識集約型の価値創造システムの
中核として機能し、変革の原動力となることが期待される。

 2040年に向けた高等教育のグランドデザイン答申（平成30年11月中央教育審議会）においても、「学生と教員を擁している大学が、自由な発
想をその源泉とし、教育と研究を一体不可分のものとして人材育成と研究活動を行っている仕組みが「知識の共通基盤」として社会を支えてい
る」と述べており、教育と研究を両輪とする大学教育の重要性とともに、さらなる人材育成と持続的なイノベーションの創出を進めていくため
にも、大学の研究力を引き上げていくことが重要である。

教育と研究を両輪とする高等教育の在り方について（審議まとめ）概要
~教育研究機能の高度化を支える教職員と組織マネジメント~

大学教員の意識 教育と研究を両輪とするバランス

大学教員は、教育者の側面と研究者の側面を併せ持つが、研究志向が
強い傾向。
 教育に比べて研究への関心が高く、教育と研究の両立は困難と考える割

合が高い。
 研究面のディシプリンに対する意識が高い一方で、社会貢献や異分野交
流への意識が必ずしも高い者ばかりではない。

 他分野や事務職員らと協働するといった意識が必ずしも高くない。
 教員の管理運営業務に係る負担が大きく、教育研究活動に専念する時間

の確保が難しい。

教育と研究のバランスの捉え方は、学部・大学院・専門職・短大の
各課程でも多様。
 大学、部局、教員それぞれのレベルで、「教育」と「研究」のバラン
スは異なるもの。

 授業の場において、教員自らが直接的に多くの学生と徹底的に議論を
交わすことで、学生とともに学び、教員自身にとっても新たな気付き
や、アイデアを生み出す研究活動の一端を担ってきた。

 教育と研究の軸足の置き方が異なる教員がチームとして教育課程を編
成し、両輪とする大学教育が成り立つ。

大学教員の在り方

教員一人一人が生き生きと熱意をもって教
育研究活動に打ち込むことが重要。
 教員の流動性やダイバーシティの確保が依然

として課題。
 研究業績重視、年功序列の安定的な雇用など、
大学のミッションに応じた教員評価は十分と
は言えない。

教育研究機能の活性化

学生の履修科目数が多く、チームによる教
育研究活動が十分でない。
 教員個々の研究主題を重視するあまり、授業
科目数が細分化・過剰。

 組織的に教育研究の活性化を図るため、部局
内外の同僚教員との日常的な意見交換やチー
ムティーチングが不可欠。

大学の組織マネジメント

大学運営における時間マネジメントの意識と管理運
営業務の見直しが急務。
 大学教職員の管理運営業務等に関する負担が増大。
 管理運営業務の権限をマネジメント層に集約・移譲や、

業務そのものの効率化が必要。
 コロナ禍を経験し、教職協働、事務職員等の役割の重
要性を再認識。

大学における「教育」と「研究」の両輪に関する現状・課題

目指すべき方向性 大学内外の人的・物的リソースを様々に組み合わせ、総合的に教育研究機能を最大化し、教育・研究・社会貢献
を実行する。

令和3年2月9日
中央教育審議会大学分科会
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教育と研究を一体不可分とした人材育成の在り方

教育研究活動では、学生を主役として、教員間の連携、TA・RA制度の活用を通じた活性化
など、各場面においてチームとして取り組むことが重要。
 教育課程の編成において、組織的に授業を担当する教員間の連携、チーム・ティーチングを実施。

この際、教員中心に細分化された授業科目の統合等により、教員も学生も一つの科目に注力し、
研究分野の異なる教員間、教員と学生が対話する機会を推進し、新しい知を創出。

 例えば、学生参加型のFD等の導入・定着、教育評価プロセスに学生が参画するなど学生中心の教
育改革の視点が重要。一方、学生は、自ら意欲的・主体的に学び、成長していくことが必要。

 TA・RAの処遇改善を前提に、TAの役割強化による直接的な授業支援などにより、学生の学習の
深化や教員の授業負担軽減を図る。RAの活用や技術職員・URAを戦略的に育成・配置。

「教育」と「研究」を両輪とする高等教育の活性化に向けた方向性

社会の発展 人材育成 イノベーション社会実装

教育研究を担う大学教職員の在り方

教員のダイバーシティ、評価の実質化、高度専門職人材の役割の重要性。
 各大学のミッションに基づき募集段階で求める人材像を明示（教育重視や研究重視な

ど）し、教員組織のダイバーシティを実現。
 テニュアトラック制の活用など、厳正な審査を経て若手・シニア教員を確保。
 内部質保証の一環として、教員の業績を適正に把握、定期的な評価を実施し、大学の

ミッション実現のため結果を活用。
 各大学は、教員評価として研究業績のみならず教育業績、研究指導実績などを評価軸

とする。教員が自らの研究が学生の教育に活かされているのか自己評価し、部局長、
同僚、学生等の多面的な評価を実施。

 教育研究活動を支える重要なプレーヤーである高度専門職人材（URA等）の育成、役
割や位置付けの明確化、人事給与体系の見直しなど、真の教職協働を実現。

大学教育のニューノーマルに向けて

コロナ禍の経験を活かした新たな時代の大学教育へ
転換。
 授業科目の精選・統合、反転授業など密度の濃い教育

内容・方法に変革し、学生の学習時間を増加。
 一方向の講義スタイルから学生が議論し考える学習ス

タイルへ変化。
 新たなハイブリッド型授業による教育方法の確立・定
着に向けた支援。

 ニューノーマルに対応した国際交流の在り方。

組織マネジメントの確立・推進

大学のビジョンや将来計画を共有し、組織全体でマネジメントを確立することが重要。時間マネジメントという観点も必要。
 教員が教育研究活動に専念できるよう、教員が携わっている管理運営業務の見直し、会議運営・体制や事務作業等の改善・効率化を図るとともに、大学構成員

の職務分担（権限と責任）の明確化など、民間企業等の取組も参考に実施。それによりサバティカル制度の活用なども期待。
 マネジメントの一環として、教職員の人事評価とともに、学部・研究科などの部局単位での評価を実施。（内部質保証の確立）
 組織マネジメントを推進するため、アカデミア中心から事務職員など多様な構成員によるダイバーシティマネジメントの実現。
 マネジメントの基盤として活動全体を横断的・俯瞰的に捉えた「大学運営IR体制」を構築。様々なマネジメントを組み合わせて取り組むことが一層重要。

大学運営を担う事務職員への期待

事務職員の役割の明確化とマネジメント層への参画推進。
 事務職員の資質・能力の向上により、大学の教育研究機能の活性
化に貢献。

 大学経営の観点からも、事務職員が管理運営業務を担う存在であ
るという考え方への転換が必要。

 事務職員の果たす役割が多様化し、期待が高まる中、役割の明確
化と名称を含めた見直しにより、大学経営やマネジメント層の中
核となる人材として活躍することを期待。

 各大学で事務職員の役割や業務の魅力化を高め、戦略的な採用・
育成計画を策定し、大学経営人材育成等の研修や教育プログラム
を通じて、職員自らの意識改革と高度化・専門性を向上。

9
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＜大学＞
・学長のリーダーシップの発揮による強みと特色の分析
及び発信・広報

・高等学校など地域の初等中等教育機関等との連携
等

＜国＞
・地域連携プラットフォームや大学等連携推進法人等
に関する優れた取組事例についての周知広報 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・コーディネーターの発掘・育成・活用
・高等教育担当部局の設置
・地方公共団体の総合計画等への大学を活用した地
方創生に関する取組の位置付け 等

これからの時代の地域における大学の在り方について －地方の活性化と地域の中核となる大学の実現－
（令和３年12月 中央教育審議会大学分科会 審議まとめ）

はじめに
（現状）
地域社会の活力の低下・多極分散型の国家形成の必要性・18歳人口の減少・
地方部を中心に大学の定員未充足

（検討に当たっての認識）
・「地域の中核となる大学」の実現が、我が国社会全体の変革の駆動力となる。
・地域は様々な課題が生じる最前線。地方大学振興にも資する。
・「地域」の範囲は多様で、地域や大学の関係者での議論が求められる。

（地域における大学の役割）
地域において大学が果たす重要な役割
①人材育成機関としての役割（必要不可欠な分野の従事者、地

域産業のＤＸやグローバル化を推進する人材、地域社会を活性
化する人材）

②高度な研究能力を有する機関としての役割
（産業界等との連携、地域の発展や課題解決に資する取組の実
行）

③地域の文化・歴史を発展・継承する役割（地域の魅力の発信）
④知と人材のハブとしての役割（海外等の他地域との窓口）

１．地域における大学の役割とこれまでの取組 ２．地域における大学を取り巻く状況と「地域の中核となる大学」の必要性
（大学にとっての地域の魅力）
学修のフィールド、様々な経験の場、イノベーション創出のきっかけとなる地域課題の宝庫、ＤＸ・グローバル
化の最前線

※地域における大学の振興を若者の流出抑止の手段としてのみ捉えるのでなく、国内外の人材の流動性を高め、
日本の大学界や各地域が活性化していくという視点

（「地域の中核となる大学」に求められるもの）
産学官連携、人材が集まる「魅力のある地域」、地域の課題解決や地域経済の発展を支え地域に貢献
する「地域の中核となる大学」を目指す取組が必要

※「地域の中核となる大学」の在り方は地域の関係者に活発に議論されるべき。地域社会における各大学の
必要性が明確になることが重要。

※必ずしもその地域に所在する大学にのみ求められるものではない。

「①学修面での課題」 「②イノベーション創出上の課題」 「③連携上の課題」 等が指摘

３．地域ならではの人材育成の推進
＜大学＞
・卒業生に関する基礎データの収集・分析・共有
・実践的な長期インターンシップ
・地方公共団体や企業が実施する奨学金の返還支援
の活用

・短期集中型のプログラム構築 等
＜国＞
・全国的な卒業後の学生の地域別・分野別就職状況
等の基礎データの収集 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・大学への講師派遣、寄附金・寄附講座の提供 等

※ 現在の延長線上で地域産業に役立つ人材だけでなく、地域の社会
産業構造を変革し、ＤＸやグローバル化へと導いていくような人材の
育成も必要。

＜大学＞
・地方公共団体や産業界との窓口となる教職員・ＵＲＡの配置
推進

・大学院教育と学部教育の緊密・実質的な連携
・ジョブ型研究インターンシップの実施 等

＜国＞
・社会変革等につながる産学官連携による研究開発や社会実
装を促進する拠点形成支援

・アントレプレナーシップ教育の充実、創業準備段階からのコンサ
ルティング等の経営人材との連携支援

・「イノベーション・コモンズ（共創拠点）」を形成する大学施設等
の整備推進 等

＜地方公共団体・産業界等＞
・高等教育担当部署の創設や大学連携担当職員の配置 等

４．地域ならではのイノベーションの創出 ５．連携の推進

（大学と地域に関する概念整理）

本稿における「地域における大学」
＝「地域に根差した」「地域に所在する」という地域との機能的な関係性に着目

※「地方」は地理的な性質（主として「東京圏」以外）を表す場合に用いる。



新たな時代を見据えた質保証システムの改善・充実について（審議まとめ）概要

令和４年３月18日 中央教育審議会大学分科会質保証システム部会背 景

○ 「大学設置基準」「大学設置認可審査」「認証評価」「情報公表」という我が国の公的な質保証システムは、事前規制型と事後チェック型それぞれの長所を組
み合わせた形で設計されており、一定程度機能している。

○ しかしながら、３つのポリシー（入学者受け入れの方針、教育課程編成・実施の方針、卒業認定・学位授与の方針）に基づく教育の実質化を進める必要がある
という指摘や、グローバル化やデジタル技術の進展に対応する必要があるという指摘、新型コロナウイルス感染拡大を契機とした遠隔教育の普及・進展を踏ま
えた対応を行う必要がある等の指摘がある。

⇨ 大学における国際通用性のある「教育研究の質」を保証するため、質保証システムについて、
①最低限の水準を厳格に担保しつつ、 ②大学教育の多様性・先導性を向上させる方向で改善・充実を図っていく ことが求められている。

質保証システムで保証すべき「質」

・学校教育法の規定に照らすと「教育研究の質」

・「学生の学びの質と水準」とともに、教育と研究を両輪とする大学の在り方

を実現する観点からは、持続的に優れた研究成果が創出されるような研究環境

の整備や充実等についても一定程度確認する必要。

改善・充実の方向性

２つの検討方針 ：①学修者本位の大学教育の実現

    ②社会に開かれた質保証の実現

４つの視座  ：①客観性の確保    ②透明性の向上

 ③先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）   ④厳格性の担保

※それぞれの視座は背反関係にあるものではなく、相互に関係し合うものであることに留意が必要

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
 ○学位プログラムの３つのポリシーに基づく編成、学位プログラムを基

礎とした内部質保証の取組、内部質保証による教育研究活動の不断の
見直しが求められることを明確化。

【客観性の確保】
○分散して規定されている教員や事務職員、各種組織に関する規定を一

体的に再整理。
○「一の大学に限り」という「専任教員」の概念を「基幹教員」（仮

称）と改め、設置基準上最低限必要な教員の数の算定にあたり一定以
上の授業科目を担当する常勤以外の教員について一定の範囲まで算入
を認める。※教育研究の質の低下を招かないよう制度化に当たっては留意。

 ○「図書」「雑誌」等を電子化やＩＴ化を踏まえた規定に再整理。
 ○大学設置基準上、教育を補助する者について明示的に規定。
○実務家教員の定義の明確化や大学名称の考え方を周知。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
 ○「講義・演習・実習・実験」の時間区分の大括り化や単位当たり時間

は標準時間であることの明確化など単位制度運用の柔軟化。
 ○機関として内部質保証等の体制が機能していることを前提とした教育

課程等に係る特例制度の新設。
例）遠隔授業による修得単位上限（60単位）、単位互換上限（60単位）、

授業科目の自ら開設の原則、校地・校舎面積基準等

 ○校舎等施設は、多面的な使用等も想定し、機能に着目した一般的な規
定として見直し。

 ○スポーツ施設等を各大学の必要性に応じて整備できるよう見直し。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】

○内部質保証について、自己点検評価
結果による改善を評価し公表する形
へと充実。

 ○学修成果の把握・評価や、研究環境
整備・支援状況の大学評価基準への
追加。

【客観性の確保】
○多様性に配慮しつつ認証評価機関の

質保証に資する取組の推進。
【透明性の向上】

○各認証評価機関の評価結果の一覧性
を持った公表の検討。

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
 ○内部質保証の体制・取組が特に優れ

た大学への次回評価の弾力的措置。
 ○法令適合性等について適切な情報公

表を行っている大学への法令適合性
等に関する評価項目や評価手法の簡
素化などの措置。 等

【厳格性の担保】
○不適合の大学の受審期間を短縮化

（例：３年）。

＜改善・充実の方向性＞
○「教学マネジメント指針」を踏まえ、認証評価にお
いて大学の情報公表の取組状況を確認。

○「大学入学者選抜に関すること」等を学校教育法施
行規則に規定する各大学が公表すべき項目に追加。等

＜改善・充実の方向性＞
【学修者本位の大学教育の実現】
○遠隔授業に関するガイドラインの策定
○大学運営の専門職である事務職員等、質保証を担う人

材の資質能力を向上させる観点から、ＳＤ・ＦＤの取
組等を把握・周知

【客観性の確保】
○設置認可審査を経て認められた分野の範囲内なら大学

の判断で新たな学位プログラムが実施可能であること
を周知。

○修業年限は「おおむね４年」の期間を指すものであり、
厳密に４年間在籍することを求めるものではないこと
を明確化。 等

【先導性・先進性の確保（柔軟性の向上）】
○基盤的経費の配分や設置認可申請等における定員管理

に係る取り扱いについて、現行で入学定員に基づく単
年度の算定としているものは、収容定員に基づく複数
年度の算定へと改める（成績管理の厳格化・明確化と
両立が図られるように留意）。 等

（４）その他の重要な論点

（１）大学設置基準・設置認可審査 （２）認証評価制度 （３）情報公表
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背景

学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について（概要） 令和５年２月24日
中央教育審議会大学分科会

「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン（GD答申）」（H30.11）は、2040年を見据えた目指すべき姿として、高等教育
機関が多様なミッションに基づき、学修者が「何を学び、身に付けることができるのか」を明確にし、学修の成果を学修者が実感
できる「学修者本位の教育の実現」を掲げている。

その後、教育研究体制の多様性・柔軟性を高める制度改正、「教学マネジメント指針」の策定や質保証システム改革など、GD答申
において改革方策や検討課題として整理された事項は相当程度の進捗。

 GD答申以降の高等教育改革の進捗や課題等も踏まえて、主として学士課程教育を念頭に、以下の３つの論点について検討。

論点

１ 主専攻・副専攻制の活用等を含む文理横断・文理融合教育の推進
１．文理横断・文理融合教育の意義
 予測不可能な時代にあって、社会経済課題の多様化・複雑化が進

み、単独・少数の専門分野の知による課題解決がますます困難。
従来の専門分野の枠を越えた「文理複眼」的な思考ができる人材
の育成が求められる。

 文理横断・文理融合教育において学生が学ぶべき「文」と「理」
は、各大学がディプロマ・ポリシー（DP）等を踏まえて整理し位
置づけるべき。

 専攻分野を問わず、新たなリテラシーとして、数理・データサイ
エンス・AIに関する教育の推進が求められる。

２．文理横断・文理融合教育の方法論
 例えば、

• 「リベラルアーツ教育を中核に据えた学位プログラム」
• 「課題解決力等の涵養に重点を置いた学位プログラム」
• 「文理横断・文理融合的な学問分野に基づく学位プログラム」
• 一般教育・共通教育における一部科目の必修化や副専攻プログ

ラムの開設等の取組                                                                           
等

 一定の型にはまるものではなく、各大学が自らの「強み」と「特
色」を活かした質の高い教育を展開することを期待。

３．文理横断・文理融合教育の推進に向けた方向性
 「教学マネジメント指針」を積極的に活用し学生の時間の有限性や

学修意欲にも留意しながら、３つのポリシーに基づく体系的・組織
的な学修者本位の教育を展開し、自律的な内部質保証の仕組みを機
能させることが極めて重要。

 文理横断・文理融合教育の推進に当たり、学位プログラムの機動的
な実施、学部等連係課程制度の活用、教育研究体制の多様性と柔軟
性の確保、レイトスペシャライゼーションの考え方に基づく取組等
が有効。特に地方・小規模大学等では大学等連携推進法人の組成等
による人的・物的リソースの共有化も有効。

 国においては優れた取組への支援、普及・展開に引き続き取り組む
ことに加え、新たな基金を活用した新学部設置等への機動的かつ継
続的な支援の実施が重要。

４．文理分断からの脱却に向けた高大接続改革
 約2/3の高校が文系・理系のコース分けを実施し、生徒が早期の
文理選択を迫られているとの指摘あり。こうした文理分断の状況は、
数学を課さない選抜区分の存在等、大学入学者選抜への高校教育の
適応化とも言える。

 各大学においては、初等中等教育段階における諸改革も踏まえ、大
学入学者選抜の改善に取り組むことを期待。その際、入学後の教育
に必要な入試科目は大学入学共通テストの活用や個別学力検査によ
り適切に課すことが第一の選択肢。

 国においては、優れた取組への支援、普及・展開に加え、入学者選
抜改善等の観点から「教学マネジメント指針」の追補の作成が求め
られる。

 主専攻・副専攻制の活用等を含む
文理横断・文理融合教育の推進 ２「出口における質保証」の充実・強化  ３ 学生保護の仕組みの整備1
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２ 「出口における質保証」の充実・強化  
１．大学教育の質保証をめぐる背景や現状・課題等
 大学設置基準の改正等により大学の裁量が向上する一方、質保証に
対する各大学の責任も増大。グローバル化の進展や産業界からの要
請もあり、国際通用性確保の観点からも高等教育の「出口における
質保証」に対する要請が高まっている。

 教学の改善に取り組む大学は着実に増加する一方、改善に取り組む
大学と努力が不十分な大学とに二極化しているとの指摘や、対応が
形式的・表層的で実質的な改善に寄与していないとの指摘もある。

 R3全国学生調査においても、キャップ制が実質的に機能しておらず、
予習・復習等の授業に関する学修時間が短い等の課題が判明。分野
間の差異も大きく、特に人文・社会分野の学修時間は短い傾向。

 卒業論文・卒業研究やゼミナール教育の充実が有効。その際、ゼミ
等の学修目標や評価基準の明確化、低年次からの系統的な教育課程、
地域・企業との連携等、組織的な取組が求められる。

 大学のミッションや学問分野は多様であり、ゼミ等が全ての学位プ
ログラムに適しているものではないが、DPに定める資質・能力を総
合的・客観的に評価する必修科目を高年次に設けることは効果的。

 学生へのきめ細かな教育・支援を可能とする指導体制の構築は重要
だが、ST比を質保証における遵守すべき基準として規定することに
ついては課題も多く、更なる研究・知見の蓄積を要する課題。 ST
比やクラスサイズ等も含めた教育研究体制に係る積極的な情報公表
が重要。

 大学に「出口における質保証」を求める産業界は、採用選考活動で
学修成果等を重視していることの発信、就職・採用活動における学
修への配慮、キャリア教育やゼミナール教育等への積極的な貢献等
が求められる。

 質保証における国際的な連携・相互認証の急拡大を踏まえた対応も
重要（海外の質保証機関等との連携等）。

３ 学生保護の仕組みの整備
１．背景
急速に少子化が進行する中、経営環境の深刻な悪化やガバナンスの機能
不全等により経営破綻に至った場合に、学生保護の観点から国や学校法
人が採るべき措置等について検討・整理が必要。

２．主な論点、検討の方向性
①破綻を避けるために学校法人（大学）が行うべきこと
②破綻が避けられない場合に学校法人（大学）が行うべきこと
学校法人においては、不断の教学改善及び経営の改善に努めるとともに、
財務状況の分析等により経営悪化の兆候を早期に把握し、破綻が不可避
な場合には速やかな経営判断が必要。その際、「学校法人の経営改善等
のためのハンドブック《第１次改訂版》」（日本私立学校振興・共済事
業団）の参照や、所轄庁、日本私立学校振興・共済事業団等への相談、
学校間の連携体制をあらかじめ構築しておくこと等が望まれる。

③破綻リスクを低減するために国等が行うべき措置
 文部科学省においては、規模の縮小・撤退を含む早期の適切な経営
判断を促す指導・支援の充実・強化、社会への情報発信が必要。

 時代と社会のニーズに応じた体制へと転換を図る大学の支援も重要。

④破綻時に国等が学生を保護するために採るべき措置
 大学の破綻時に、国等が学生を保護するために採るべき措置につい

ては整理されておらず、実際に生じ得る課題に即した対応について
検討が必要。

※課題例：
 近郊に受入れ先大学が存在しない場合の転学支援等の在り方
 転学生の受入れ先大学における定員管理のあり方
 事業を承継する法人等が存在しない場合の証明書発行等の取扱い

⑤撤退・破綻する大学に関する手続、取扱いの検討
 撤退・破綻に関する高等教育行政上の手続きは、「学校の廃止の認

可申請」（学部の廃止は届出）や「学校法人の解散の認可申請」で
あり、解散の認可後は、清算手続きに移行することとなる。

 廃止に向けて募集停止した大学については、廃止の認可申請までの
間は特段の手続き等はないが、適正な管理運営が担保されるよう、
廃止に向けたプロセスについて検討が必要。

２．「出口における質保証」の充実・強化に向けた方向性
 体系化・構造化された教育課程の学生への分かりやすい提示、GPA
活用やキャップ制等の実質化、授業科目の精選・統合等の教学マネ
ジメントの改善が重要。修得単位数以外の卒業要件の規定等も考え
られる。

13



R5「学修者本位の大学教育の実現に向けた今後の振興方策について」（抜粋）

 現下の極めて急速な少子化の進行は、各大学における教育研究上あるいは経営上の努力や工夫によって乗り越えるこ
とが困難なほどの経営環境の悪化をもたらしかねない深刻な状況である。令和３年の出生数は調査開始以降最少の81
万1,662人 であり、従来の推計より７年早く少子化が進行している。さらに、令和４年１月から10月の出生数は前年
を約５％下回り、もしこのままのペースで推移すれば約77万人と調査開始以降の最少を更新することとなる。我が国
は、まさに社会機能を維持できるかどうかの瀬戸際と呼ぶべき状況に置かれていると言える。 

 こうした中、政府においては、こども・子育て政策を最重要政策と位置付けて、高等教育の負担軽減も含めて、こど
も・子育て政策の抜本的な強化、将来的なこども・子育て予算倍増に向けた検討が進められており、今後、少子化の進
行が我が国の高等教育にどのような影響を与えていくのかについて、現時点において正確に予測することは困難ではあ
る（中略）。

 少子化に伴う人口減少は特に地方において急速に進行することが見込まれており、地方の中・小規模の高等教育機関
に与える影響は大きく、今後、定員未充足の大学や短期大学が増加し、経営破綻に至ることも考えられる。これまで、
地域における人材育成や定着、教育や研究開発等を通じた地域産業の発展、地域づくりの中核としての役割、シンクタ
ンクとしての機能など幅広い観点で地域活性化に貢献してきた大学等の衰退や撤退は、地域における学びの機会の喪失
や地域からの人材流出の加速を招き、地域の成長の駆動力を失うことにつながりかねないため、各大学における努力や
工夫によって乗り越えることが困難なほどに深刻な現今の状況を踏まえ、地域の高等教育の存続への抜本的な対策につ
いて適正規模も視野に入れつつ検討をする必要があるだろう。
（「Ⅲ.学生保護の仕組みの整備 １．学生保護の仕組みの整備が求められる背景・課題等」より）

…今期の議論においては、今後の高等教育全体の適正な規模を視野に入れた地域における質の高い高等教育へのアクセ
スの確保の在り方や、国公私の設置者別の役割分担の在り方等については、現下の極めて急速な少子化の進行等を踏ま
え、これ以上先延ばしにすることのできない課題であるという強い問題意識を委員間で共有できたものの、一定の方向
性を打ち出すまでには至らなかった。これらの課題については、来期以降の大学分科会において更に掘り下げて議論し
ていくことが必要である。その際、従来の推計をはるかに上回るペースでの少子化の進行に加えて、コロナ禍を契機と
したオンライン教育の普及・進展、深刻な停滞から回復の兆しを見せつつあるグローバルな人的交流やこれを受けたグ
ローバル人材育成の取組の進展、国境を越えた人材獲得競争の激化、更には国際卓越研究大学制度の創設や地域中核・
特色ある研究大学総合振興パッケージ等の研究大学への支援施策の強化といった、グランドデザイン答申以降の高等教
育機関の在り方に関わる様々な状況の変化や、地域活性化の核として高等教育機関が果たすべき役割等も踏まえた検討
が求められる。
（「おわりに」より）
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教育未来創造会議
第一次提言・第二次提言



教育未来創造会議について
１．会議の概要

２．有識者

※敬称略

○ 高等教育をはじめとする教育の在り方について、国としての方向性を明確にするとともに、誰もが生涯にわたって学び続け学び直し
ができるよう、教育と社会との接続の多様化・柔軟化を推進するため、閣議決定で設置（令和３年12月 ）。

○ 会議は、内閣総理大臣、内閣官房長官、文部科学大臣（兼）教育未来創造担当大臣、法務大臣、外務大
臣、財務大臣、厚生労働大臣、農林水産大臣、経済産業大臣、国土交通大臣、環境大臣、有識者により構成。

○ 現状の分析をはじめ、専門的、多角的な検討を深めるため、文部科学大臣（兼）教育未来創造担当大臣、有
識者を構成員とする、WGを設置。

３．開催状況等
＜令和３年＞
12月３日 会議開催の閣議決定
12月27日 第１回会議

＜令和４年＞
３月30日 第２回会議
５月10日 第３回会議、第一次提言とりまとめ
５月13日 第一次提言について閣議報告
９月29日 第４回会議(第二次提言検討開始）

明石純一 筑波大学人文社会系教授
池田佳子 関西大学国際部教授
多忠貴  学校法人電子学園理事長、

全国専修学校各種学校総連合会副会長
大野英男 東北大学総長
齋木尚子 国際法協会日本支部監事
清家篤  日本赤十字社社長、慶應義塾学事顧問
髙橋裕子 津田塾大学学長
虎山邦子  DIC株式会社執行役員ESG部門長・ダイバーシティ担当
東原敏昭  株式会社日立製作所取締役会長代表執行役
平原依文  HI合同会社代表
廣津留すみれ ヴァイオリニスト、国際教養大学特任准教授、成蹊大学客員講師
村上由紀子 早稲田大学政治経済学術院教授
湯﨑英彦  広島県知事

＜令和５年＞
3月17日 第５回会議
4月27日 第2次提言取りまとめ

＜R4.9 ～＞
安宅和人 慶応義塾大学環境情報学部教授、ヤフー株式会社CSO
安孫子尋美 株式会社ニトリホールディングス取締役兼ニトリ大学学長兼人材教育部

ゼネラルマネジャー
阿部守一 長野県知事
いとうまい子 女優、株式会社ライトスタッフ代表取締役、研究者
大坪正人 由紀ホールディングス株式会社代表取締役社長
加藤史子 Wamazing株式会社代表取締役CEO
上岡美保 東京農業大学副学長
清家篤  日本私立学校振興・共済事業団理事長
関山和秀 Spiber株式会社取締役兼代表取締役
高橋祥子 株式会社ジーンクエスト代表取締役、株式会社ユーグレナ執行役員
中野信子 脳科学者、東日本国際大学教授、京都芸術大学客員教授
日比野英子  京都橘大学学長
日比谷潤子  学校法人聖心女子学院常務理事
益一哉  東京工業大学学長

＜R3.12 ～＞
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我が国の未来をけん引する大学等と社会の在り方について
教育未来創造会議 第一次提言（概要）

・日本の社会と個人の未来は教育にある。教育の在り方を創造することは、教育による未来の個人の幸せ、社会の未来の豊かさの創造につながる。
・人への投資を通じた「成長と分配の好循環」を教育・人材育成においても実現し、「新しい資本主義」の実現に資する。

基
本
理
念

在
り
た
い

社
会
像

目
指
し
た
い
人
材
育
成

・ 予測不可能な時代に必要な文理の壁を超えた普遍的知識・能力を備えた人材育成
・ デジタル、人工知能、グリーン（脱炭素化など）、農業、観光など科学技術や地域振興の成長分野をけん引する高度専門人材の育成

◎今後特に重視する人材育成の視点 ⇒ 産学官が目指すべき人材育成の大きな絵姿の提示

・ 現在女子学生の割合が特に少ない理工系等を専攻する女性の増加（現在の理工系学生割合：女性7％、男性28％）
・ 高い付加価値を生み出す修士・博士人材の増加
・ 全ての子供が努力する意思があれば学ぶことができる環境整備
・ 一生涯、何度でも学び続ける意識、学びのモチベーションの涵養
・ 年齢、性別、地域等にかかわらず誰もが学び活躍できる環境整備
・ 幼児期・義務教育段階から企業内までを通じた人材育成・教育への投資の強化

◎未来を支える人材像
好きなことを追究して高い専門性や技術力を身に付け、自分自身で課題を設定して、考えを深く掘り下げ、多様な人とコミュニケーションをとりながら、新たな価値やビジョンを創造し、
社会課題の解決を図っていく人材
＜高等教育で培う資質・能力＞
リテラシー/論理的思考力・規範的判断力/課題発見・解決能力/未来社会を構想・設計する力/高度専門職に必要な知識・能力

◎一人一人の多様な幸せと社会全体の豊かさの実現（ウェルビーイングを実現）
◎ジェンダーギャップや貧困など社会的分断の改善
◎社会課題への対応、SDGsへの貢献（国民全体のデジタルリテラシーの向上や地球規模の課題への対応）
◎生産性の向上と産業経済の活性化
◎全世代学習社会の構築

人
材
育
成
を

取
り
巻
く
課
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・高等教育の発展と少子化の進行（18歳人口は2022年からの10年間で9％減少）
・デジタル人材の不足（2030年には先端IT人材が54.5万人不足）
・グリーン人材の不足

（2050カーボンニュートラル表明自治体のうち、約９割が外部人材の知見を必要とする）
・高等学校段階の理系離れ（高校において理系を選択する生徒は約２割）
・諸外国に比べて低い理工系の入学者

（学部段階：OECD平均27％、日本17％、うち女性：OECD平均15％、日本7％）

・諸外国に比べ少ない修士・博士号の取得者
（100万人当たり修士号取得者：英4,216人、独2,610人、米2,550人、日588人

博士号取得者：英375人、独336人、韓296人、日120人）
・世帯収入が少ないほど低い大学進学希望者
・諸外国に比べて低調な人材投資・自己啓発

（社外学習・自己啓発を行っていない個人の割合は、諸外国が2割を下回るのに対し、
我が国は半数近く）

・進まないリカレント教育

現在35％にとどまっている自然科学（理系）分野の学問を専攻する学生の割合についてOECD諸国で最も高い水準である５割程度を目指す
など具体的な目標を設定

→ 今後5~10年程度の期間に集中的に意欲ある大学の主体性を生かした取組を推進 17



（１）進学者のニーズ等も踏まえた成長分野への大学等再編促進・産学官連携強化
①デジタル・グリーン等の成長分野への再編･統合･拡充を促進する仕組み構築
・大学設置に係る規制の大胆な緩和（専任教員数や校地・校舎の面積基準、標準設置経費等）
・再編に向けた初期投資（設備等整備、教育プログラム開発等）や開設年度からの継続的な支援
（複数年度にわたり予見可能性を持って再編に取り組めるよう継続的な支援の方策等を検討）
・教育の質や学生確保の見通しが十分でない大学等の定員増に関する設置認可審査の厳格化
・私学助成に関する全体の構造的な見直し（定員未充足大学の減額率の引き上げ、不交付の厳格化等）
・計画的な規模縮小・撤退等も含む経営指導の徹底
・修学支援新制度の機関要件の厳格化（定員充足率８割以上の大学とする等） 等

②高専、専門学校、大学校、専門高校の機能強化
・産業界や地域のニーズも踏まえた高専や専攻科の機能強化（デジタルなどの成長分野における定員増等）
・専門学校や高専への改編等も視野に入れた専門高校の充実 等

③大学の教育プログラム策定等における企業・地方公共団体の参画促進
④企業における人材投資に係る開示の充実
⑤地方公共団体と高等教育機関の連携強化促進
⑥地域における大学の充実や高等教育進学機会の拡充
⑦地域のニーズに合う人材育成のための産学官の連携強化（半導体、蓄電池）

（２）学部・大学院を通じた文理横断教育の推進と卒業後の人材受入れ強化
①STEAM教育の強化・文理横断による総合知創出
・文理横断の観点からの入試出題科目見直し
・ダブルメジャー、レイトスペシャライゼーションを推進するためのインセンティブ付与

（教学マネジメント指針の見直し、設置認可審査や修学支援新制度の機関要件の審査での反映、
基盤的経費配分におけるメリハリ付け等） 等

②「出口での質保証」の強化
・設置基準の見直しなど、ST比（教員一人当たりの学生数）の改善による教育体制の充実 等

③大学院教育の強化
・トップレベルの研究型大学における学部から大学院への学内資源（定員等）の重点化 等

④博士課程学生向けジョブ型研究インターンシップの検証等
⑤大学等の技術シーズを活かした産学での博士課程学生の育成
⑥企業や官公庁における博士人材の採用・任用強化

１．未来を支える人材を育む大学等の機能強化
（３）理工系や農学系の分野をはじめとした女性の活躍推進

①女性活躍プログラムの強化
・女子学生の確保等に積極的に取り組む大学への基盤的経費による支援強化
・大学ガバナンスコードの見直し、女性の在籍・登用状況等の情報開示の促進 等

②官民共同修学支援プログラムの創設
③女子高校生の理系選択者の増加に向けた取組の推進

（４）グローバル人材の育成・活躍推進
①コロナ禍で停滞した国際的な学生交流の再構築
②産学官を挙げてのグローバル人材育成

・民間企業の寄附を通じて意欲ある学生の留学促進を行う「トビタテ！留学JAPAN」の
発展的推進 等

③高度外国人材の育成・活躍推進
④高度外国人材の子供への教育の推進

・インターナショナルスクールの誘致等推進  等

（５）デジタル技術を駆使したハイブリッド型教育への転換
①知識と知恵を得るハイブリッド型教育への転換促進  
・オンライン教育の規制緩和特例の創設 等

②オンラインを活用した大学間連携の促進
③大学のDX促進
・デジタル技術やマイナンバーカードの活用促進 等

（６）大学法人のガバナンス強化
①社会のニーズを踏まえた大学法人運営の規律強化
・理事と評議員の兼職禁止、外部理事数の増、会計監査人による会計監査の制度化 等

②世界と伍する研究大学の形成に向けた専門人材の経営参画の推進
・「国際卓越研究大学」における自律と責任あるガバナンス体制確立 等

③大学の運営基盤の強化

（７）知識と知恵を得る初等中等教育の充実
①文理横断教育の推進
・高校段階の早期の文・理の学習コース分けからの転換 等

②個別最適な学びと協働的な学びの一体的な取組の推進
③課題発見・解決能力等を育む学習の充実 
④女子高校生の理系選択者の増加に向けた取組の推進【再掲】
⑤子供の貧困対策の推進
⑥学校・家庭・地域の連携・協働による教育の推進
⑦分権型教育の推進
⑧在外教育施設の教育環境整備の推進 18



2．新たな時代に対応する学びの支援の充実

（１）学び直し成果の適切な評価
①学修歴や必要とされる能力・学びの可視化等
・個人の学修歴・職歴等に係るデジタル基盤整備
・マイナポータルと連携したジョブ・カードの電子化 等

②企業における学び直しの評価  
・企業内での計画的な人材育成、スキル・学習成果重視の評価体系の導入
・通年・中途採用等の推進、社内起業・出向起業の支援等の取組の実践の促進
・従業員が大学講座等で学び直し、好成績を修めた場合における報酬や昇進等で処遇する企業
への新たな支援策の創設 等

③学び直し成果を活用したキャリアアップの促進
・キャリアコンサルティング・コーチングの実施、キャリアアップに向けた学び直しプランの策定と
プログラムの実施、その後の伴走支援を一気通貫で行う仕組みの創設 等

（２）学ぶ意欲がある人への支援の充実や環境整備
①費用、時間等の問題を解決するための支援
・教育訓練給付制度の対象外である者（自営業者等）に対する支援の実施
・人材開発支援助成金制度におけるIT技術の知識・技能を習得させる訓練を高率助成に
位置付けることなどによるデジタル人材育成の推進 等

②高卒程度認定資格取得のための学び直しの支援
③高齢世代の学び直しの促進

３．学び直し（リカレント教育）を促進するための環境整備

（１）学部段階の給付型奨学金と授業料減免の中間層への拡大
 ・修学支援新制度の機関要件の厳格化を図りつつ、現在対象外の中間所得層について、

多子世帯や理工系・農学系の学部で学ぶ学生等への支援に関し必要な改善の実施

（２）ライフイベントに応じた柔軟な返還（出世払い）の仕組みの創設
・現行の貸与型奨学金について、無利子・有利子に関わらず、現在返還中の者も含めて利用できるよう、
ライフイベント等も踏まえ、 返還者の判断で柔軟に返還できる仕組みを創設

・在学中は授業料を徴収せず、卒業（修了）後の所得に応じた返還・納付を可能とする新たな制度を、
大学院段階において導入

→ これらにより大学・大学院・高専等で学ぶ者がいずれも卒業後の所得に応じて柔軟に返還できる
出世払いの仕組みを創設

（３）官民共同修学支援プログラムの創設【再掲】

（３）女性の学び直しの支援
①女性の学び直しを促進するための環境整備 
・地方公共団体におけるデジタルスキルの取得とスキルを生かした就労を支援するための地域の
実情に応じた取組に対する地域女性活躍推進交付金による支援 等

②女性の学び直しのためのプログラムの充実
・地域の大学・高専等における女性向けを含むデジタルリテラシー向上や管理職へのキャリアアップ等

のために実施する実践的なプログラム等への支援 等

（４）企業・教育機関・地方公共団体等の連携による体制整備
①リカレント教育について産学官で対話、連携を促進するための場の設置
・都道府県単位で産学官関係者が協議する場の整備
・地域の人材ニーズに対応した教育訓練コースの設定、教育訓練の効果検証等の推進
・地域の産学官が連携して人材マッチング・育成等を総合的に行う「地域の人事部」の構築
②企業におけるリカレント教育による人材育成の強化
・企業と大学等の共同講座設置支援
・企業におけるリカレント教育推進に向けたガイドラインの策定 等
③大学等におけるリカレント教育の強化   
・大学における継続的なリカレント教育の実施強化を行うためのガイドラインの策定
・リカレント教育推進に向けた組織の整備等、産業界を巻き込んだ仕組みづくりの支援 等
④地域におけるデジタル・グリーン分野等の人材育成
・DX等成長分野のリテラシーレベルの能力取得・リスキリングを実施するプログラムへの支援
・脱炭素化に向けた高等教育機関が地域と課題解決に取り組む中での人材育成の支援
・農業大学校等におけるスマート農林水産業のカリキュラム充実、デジタル人材育成
・IT、マーケティング、地域振興の知見・スキルを有する観光人材の育成推進 等

（４）博士課程学生に対する支援の充実
 ・トップ層の若手研究者の個人支援や所属大学を通じた機関支援等の充実

（５）地方公共団体や企業による奨学金の返還支援
 ・若者が抱える奨学金の返還を地方公共団体が支援する取組の推進
 ・企業による代理返還制度の活用を推進するための仕組みの検討
  (日本学生支援機構以外の奨学金や、海外の奨学金も含む）

（６）入学料等の入学前の負担軽減
 ・入学料の納付が困難な学生等について、納入時期を入学後に猶予する等の弾力的な
取扱いの徹底

（７）早期からの幅広い情報提供
 ・奨学金に関する初等中等教育段階からの情報提供の促進
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事業内容

背景・課題

デジタル・グリーン等の成長分野をけん引する高度専門人材の育成に向けて、意欲ある大学・高専が成長分野への学部転換等の改革に
予見可能性をもって踏み切れるよう、新たに基金を創設し、機動的かつ継続的な支援を行う。

① 学部再編等による特定成長分野（デジタル・グリーン等）への転換等支援

 令和4年度第2次補正予算額 3,002億円

• デジタル化の加速度的な進展や脱炭素の世界的な潮流は、これまでの産業構造を抜本的
に変革するだけではなく、労働需要の在り方にも根源的な変化をもたらすと予想される。

• 一方、日本では大学で理工系を専攻する学生がOECD平均より低いうえに、OECD諸国
の多くが理工系学部の学生数を増やしているなか、日本ではほとんど変わっていない。

文部科学省

(独)大学改革支援・学位授与機構
（NIAD-QE）

大学・高専

助成金交付

【事業スキーム】

基金造成

「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」
（令和４年10月28日閣議決定）

第２章 経済再生に向けた具体的施策
 Ⅲ 新しい資本主義の加速
１．「人への投資」の抜本強化と成長分野への労働移
動：構造的賃上げに向けた一体改革

（１）人への投資の強化と労働移動の円滑化
学校教育段階から社会で活躍し評価される人材を育

成していくため、成長分野への大学・高専の学部再編等
促進（※）、（略）等を進めていく。
※ デジタル・グリーン等の成長分野への再編計画等を

令和14年度までに区切って集中的に受け付け、
大学・高専の迅速な学部再編等を促進する。

・ 成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に向けた 
基金による継続的支援策の創設（文部科学省）

支援内容：学部再編等に必要な経費（検討・準備段階から完成年度まで）
支援対象：私立・公立の大学

② 高度情報専門人材の確保に向けた機能強化支援

支援内容：情報科学系学部・研究科を有する大学の体制強化に必要な経費
    高等専門学校における情報系学科・コースの新設・拡充に必要な経費
支援対象：国公私立の大学（大学院を含む）・ 高専

成長分野をけん引する大学・高専の機能強化に
向けた基金による継続的支援

※ 理系学部の学位取得者割合
【国際比較】 日本 35%、仏 31％、米 38％、韓 42％、独 42％、英 45％
【国内比較】 国立大学 57%、公立大学 43%、 私立大学 29%
（注）「理・工・農・医・歯・薬・保健」及びこれらの学際的なものについて「その他」区分のうち推計

• デジタル化、脱炭素化等のメガトレンドを踏まえた教育・人材育成における「成長と分配の
好循環」を実現するため、高度専門人材の育成を担う大学・高専が予見可能性をもって
大胆な組織再編に取り組める安定的な支援が必要。

※ 大学学部段階における理工系への入学者割合 日本17%、OECD平均 27％
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授業料について、卒業後の所得に応じた「後払い」とする仕組みを創設。
卒業後の納付においては、特に、子育て期の納付が過大とならないよう配慮。

授業料等減免と給付型奨学金をセットで行う「高等教育の修学支援新制度」について、子育て支
援等の観点から、多子世帯の中間層に支援対象を拡大。あわせて理工農系の中間層にも拡大。

１．
授業料減免等の中間層への拡大

安心してこどもを産み育てられるための奨学金制度の改正（令和６年度～）
教育未来創造会議第一次提言（令和４年５月）・骨太方針2022（令和４年６月）を受けた制度改正

＜支援対象＞
・新規支援区分の対象は、世帯年収600万円程度（モデルケース）まで
・多子世帯支援：扶養する子の数が３人以上である世帯が対象
・理工農系支援：学問分野をまたがる学部・学科も、授与する学位の分野に

理学・工学・農学が含まれれば対象
＜支給水準＞
・多子世帯支援：全額支援の1/4支援
・理工農系支援：文系との授業料差額

※人文・社会科学系との授業料に差が生じていることに着目し、私立の学校を対象に支援
約600万円

多子：1/4支援
理工農：文系との授業料差額

＜「後払い」とできる授業料上限＞
・国公立については、国立授業料の標準額（約54万円）
・私立については、私立の授業料の平均的な水準までとする予定

＜卒業後の納付＞
・所得に応じた納付が始まる年収基準：300万円程度
・上記年収を上回る場合：課税対象所得の９％を納付
・ただし、扶養する子について、独自の扶養控除を創設

➡子供が２人いれば年収400万円程度までは所得に応じた納付は始まらない
※ 学生本人の年収が約300万円以下の場合に利用可能とする
※ ①令和６年秋入学者及び②修学支援新制度の対象者であって令和６年度に修士段階へ

進学する者を対象として開始予定
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子１人 ー
子２人 ー

卒業後の年収と納付額との関係のイメージ納付年額
（万円）

年収
（万円）

２．
大学院（修士段階）の授業料後払い制度の創設

定額返還における月々の返還額を減らす制度（※返還総額は不変）について、要件等を柔軟化。
また、子育て時期の経済的負担に配慮した更なる対応について引き続き検討を進める。

３．
貸与型奨学金における減額返還制度の見直し

・利用可能な年収上限の引き上げ（本人年収325万円以下 ➡ 400万円以下）
・返還割合の選択肢を増加（1/2 又は 1/3  ➡  2/3、1/2、1/3、1/4の４種類）

学部段階（大学・短大・高専・専門学校）向け

大学院生（修士段階）向け

奨学金を返還している方向け

当初の返還金額と期間 月々の返還金額が減る分、期間が延びる

減額
延長
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「未来を創造する若者の留学促進イニシアティブ＜J-MIRAI＞ 」（第二次提言）概要

Ⅰ.コロナ後のグローバル社会を見据えた人への      
投資の在り方

○ 「成長と分配の好循環」と「コロナ後の新しい社会の開拓」を
コンセプトとした新しい資本主義を実現するためには、人への投
資を進めることが重要。

○ 世界最先端の分野で活躍する高度人材から地域の成長・
発展を支える人材まで厚みのある多様な人材を育成・確保し、
多様性と包摂性のある持続可能な社会を構築することにより、
我が国の更なる成長を促し、国際競争力を高めるとともに、世
界の平和と安定に貢献していくことが必要不可欠。

○ 留学生交流について量を重視するこれまでの視点に加え、
日本人学生の海外派遣の拡大や有望な留学生の受入れを
進めるために、より質の向上を図る視点も重視。

○ 今後、より強力に高等教育段階の人的交流を促進し、質
の高い大学や留学生の交流を積極的に進めるとともに、初等
中等教育段階から多様性・包摂性に向けた教育を充実。

○ 高度外国人材の受入れ制度について、世界に伍する水準
への改革を進めるとともに、海外留学した日本人学生の就職
の円滑化や日本での活躍を希望する外国人留学生の国内定
着を促進。

教育未来創造会議 令和５年４月27日
J-MIRAI：Japan-Mobility and Internationalisation: Re-engaging and Accelerating Initiative for future generations

１．留学生の派遣・受入れ
（１）日本人学生の派遣
 ・ 海外大学・大学院における日本人留学生の中長期留学者の数と割

合の向上を図り、特に、大学院生の学位取得を推進。このため、高校
段階から大学院までを通じて、短期から、中期、長期留学まで学位取得
につながる段階的な取組を促進。

（２）外国人留学生の受入れ
 ・ 高い志を有する優秀な外国人留学生の戦略的受入れを推進。その際、

多様な文化的背景に基づいた価値観を学び理解し合う環境創出のため
に受入れ地域についてより多様化を図るとともに、大学院段階の受入れ
に加え、留学生比率の低い学部段階や高校段階における留学生の受
入れを促進。

２．留学生の卒業後の活躍のための環境整備
   ・ 留学生が将来のキャリアパスについて予見可能性をもって、入学前から

安心して留学を決断できるようにするため、海外派遣後の日本人留学生
の就職円滑化を推進するとともに、外国人留学生の卒業後の定着に向
けた企業等での受入れや起業を推進。

3．教育の国際化
・  多様な文化的背景に基づく価値観を持った者が集い、理解し合う場

が創出される教育研究環境や、高度外国人材が安心して来日できる
子供の教育環境の実現を通じて教育の国際化を推進。

Ⅱ.今後の方向性
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Ⅲ.2033年までの目標

2033年までに50万人
（コロナ前22.2万人）

〇日本人留学生における学位
取得等を目的とする長期留学
者の数
 6.2万人→15万人

〇協定などに基づく中短期の留
学者数

11.3万人→23万人

〇高校段階での留学者数
      研修旅行（３か月未満）

4.3万人→11万人
留学（３か月以上）

0.4万人→１万人

2033年までに40万人
（コロナ前31.8万人）

〇全学生数に占める留学生の
割合  学部： 3%→5% 

 修士： 19%→20％
 博士： 21%→33% 

〇留学生の卒業後の国内就職
率（国内進学者を除く。）

  48%→60%

〇英語のみで卒業・修了できる
学部・研究科の数

学部：86→200
研究科：276→400

〇海外の大学との交流協定に
基づく交流のある大学の割合

48％→80％

〇中学・高校段階におけるオン
ライン等を利用した国際交流
を行っている学校の割合

   20％→100%

日本人学生の派遣 外国人留学生の受入れ・定着 教育の国際化

＜大学・専門学校等＞ ＜高校等＞ 大学・専門学校・
日本語学校等

＜高校等＞
＜大学等＞ ＜中学・高校等＞

〇外国人留学生の数
31.2万人→38万人

〇外国人留学生の数（高校）
0.6万人→２万人

〇全生徒数に占める留学生の
割合

高校：0.2%→0.7% 〇ジョイント・ディグリー・プログラムの
数              27→50

〇対面での国際交流を行う高
校の割合 18%→50%

〇英語で複数教科の授業を受
けられる高校（コース等含
む。）の数 50→150

〇ダブル・ディグリー・プログラム※の
数                349→800

日本人学生の派遣 外国人留学生の受入れ・定着 教育の国際化

5.6 万人 5.9 万人 6.2 万人 4.3 万人

16年 18年 19年 20年

主に長期（学位取得目的を含む）の日本人の
海外留学者数

高等教育機関を卒業・修了後に国内就職する
外国人留学生の割合（国内進学者を除く）

42.2%
48.0% 47.6%

39.9%

16年度 18年度 19年度 20年度

日本人学生の留学停滞

高等教育機関在学者千人に対する     
派遣留学者数の国際比較

高等教育機関在学者に占める
留学生の割合

微増に留まる外国人留学生の
国内就職率

英語のみで学位が取れる学部・研究科

ジョイント・ディグリー・プログラム(JD)及び
ダブル・ディグリー・プログラム(DD)

16.0人

33.5人

37.2人

38.4人

日本

韓国

ドイツ

フランス

現状

＜ ＞

非英語圏の仏・独と同等の水準 留学生30万人計画の受入れ増加ペースの維持

65 73 90 86 

233 
269 290 276 

16年 18年 19年 20年

研究科数

学部数

20 
26 27 

19年 21年 22年

503 444 

349 

17年度 19年度 20年度

JDの数 DDの数

5.9%

10.7%

11.1%

22.0%

日本

フランス

ドイツ

イギリス

※海外の大学との大学間交流協定に基づき実施されているもの
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Ⅳ.具体的方策

１．コロナ後の新たな留学生派遣・受入れ方策
（１）日本人学生の派遣方策

①高校段階から大学院段階までを通じた日本人学生の派遣の推進
・SNS等を活用した広報強化
・卒業生のネットワーク構築
・各自治体での海外大学進学支援の取組推進
・協定派遣（授業料相互免除）増に向けた取組推進
・中長期留学や海外大学で学位取得を目指す学生について、海外派遣
の指標実現に向けて大幅に拡大するため、官民一体となって構造的・抜
本的な方策の実施を進め、その成果の発現・進捗に沿って給付型奨学
金を着実に拡充するなど奨学金の充実に取り組むとともに、企業・個人等
が拠出する奨学金の一層の活用推進など、官民一体での経済的支援の
充実

・企業による代理返還制度の活用促進や地方公共団体による返還支援
の取組を推進

・官民協働による「トビタテ！留学JAPAN」の発展的推進
・博士人材等派遣の促進
・社会人の海外大学院留学の促進 等

②初等中等教育段階における英語教育・国際理解教育、課題
発見・解決能力等を育む学習等の推進
・英語４技能（読む、書く、聞く、話す）の育成に向けた、デジタルを活用
したパフォーマンステストの実施促進

・探究学習、自然・社会・文化芸術への興味関心を育む体験活動、国際
理解教育の推進

・国際バカロレアなどの国際的な教育プログラムが履修できる教育環境の整
備を促進

・教員養成段階の留学や採用後の海外経験機会の拡充、実践的な教員
研修の充実を通じた教員の英語教育・国際理解教育の指導力強化

・１人１台端末を活用した海外とのオンライン交流の促進 等

（２）外国人留学生の受入れ方策
①日本への留学機会の創出
・学生の早期からのリクルート、広報・情報発信、日本語教育を一体的に
促進する現地機能の強化

・留学生受入れに関する情報が一元的に得られるポータルサイトの情報充実
・優秀な学生の早期からの獲得強化に向けたプログラム構築
・海外における日本語教育の充実
・国費留学生制度の地域・分野重点化などの見直し 等

②入学段階での要件・手続の弾力化
  ・DX化促進による渡日前入学者選抜の促進

・留学ビザ取得のオンライン化
・銀行口座開設における負荷軽減 等

③国内大学の教育研究環境の質及び魅力の向上
・留学生の授業料設定柔軟化や定員管理の弾力化
・キャンパスの質及び魅力の向上、民間資金等も活用した留学生・外国
人教員宿舎の整備、賃貸住宅の受入れ環境整備 等

④適切な在籍管理、技術流出防止対策の徹底・強化
・在籍管理非適正大学等の大学等名の公表、在留資格「留学」の付与
停止、私学助成の厳格な対応、留学生数等の情報公開の強化

・安全保障貿易管理の徹底、研究インテグリティの推進 等

（３）国際交流の推進
・「アジア架け橋プロジェクト」や対日理解促進交流プログラムの充実強化、
姉妹校連携や留学コーディネーターの配置促進等を通じた国際交流の促進

・COIL（国際協働ｵﾝﾗｲﾝ学習）、VE（ﾊﾞｰﾁｬﾙ・ｴｸｽチェﾝｼﾞ）等のオンラ
インを活用したハイブリッド国際交流の推進

・脱炭素人材の人材育成強化や農業を学ぶ学生等の留学・国際交流活
動の推進、文化・芸術分野での学生・若手芸術家等の交流の促進 等
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Ⅳ.具体的方策

（１）日本人学生の就職の円滑化に向けた環境整備
・留学中の学生への就職情報の提供、現地でのジョブフェアへの参画拡大
・帰国後の留学生に対する通年・秋季採用、インターンシップ等による多
様な選考機会の提供促進

・留学等を通じて得られた知識や専門性に対し企業が採用・人材育成面
での積極的な評価を行う取組の裾野を広げる機運醸成  等

（２）外国人留学生等の高度外国人材の定着率の向上
①留学生の就職促進に向けた取組促進
  ・ハローワーク等における多言語対応を含めた相談支援機能・拠点の強

化等による環境整備
・地域の特性に応じたインターンシップ機会の提供等による外国人留学生
等の地元企業への就職・定着支援を行う「高度外国人材活躍地域コン
ソーシアム」の設立、「高度外国人材活躍促進プラットフォーム」におけ
る中小・中堅企業の外国人材の受入れに係る課題解決に向けた伴走
型支援の実施 等

②受入れ企業側における企業風土の改善、環境の充実
  ・企業での採用方針の明確化、社内制度の見直し、採用方針・実績の

公表等の促進 等

③関連する在留資格制度の改善
  ・高度外国人材に係る受入れ制度の世界に伍する水準への改革（特別

高度人材制度及び特定活動における未来創造人材制度の創設）、
一定の要件を満たす国内大学の卒業者についても同様の措置が受けら
れるようにするための検討

・質の高い専門学校の認定制度を創設、その卒業者等の在留資格の
運用見直し 等

（１）国内大学等の国際化
 ・海外大学とのジョイント・ディグリー及びダブル・ディグリーや単位互換、大学間

交流協定締結の促進
 ・国際交流などにおいて高度で専門的な知識や経験を有する「アドミニス

トレータ職」等の採用・育成の促進
 ・徹底した国際化やグローバル人材育成に大学が継続的に取り組むよう

な環境整備
 ・国際化に積極的に取り組む大学等へのインセンティブ付与
 ・国際化を先導する大学の認定制度の創設
 ・戦略的に留学生交流を推進すべき国・地域との大学間連携・学生交流

の推進
 ・欧米のトップクラス大学の誘致によるグローバル・スタートアップ・キャンパス
構想の実現 等

（２）外国人材の活躍に向けた教育環境整備
 ・インターナショナルスクールに関する情報充実・実態把握、学校間接続の

円滑化、国際的な中等教育機関の整備推進・運営支援
 ・学校教育を受ける際に困難を有する外国人児童生徒への支援強化
 ・日本語教育機関の認定制度創設等による質の維持向上 等

（３）国内大学の海外分校や高専を始めとする日本型教育の輸出
 ・国内大学等の海外分校設置に係る環境整備推進
 ・諸外国からの要請を踏まえた日本型高専の導入支援
 ・在外教育施設における国内同等の教育環境整備や安全対策・施設整

備等の機能強化に向けた支援 等

３．教育の国際化の推進2．留学生の卒業後の活躍に向けた環境整備
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研究大学に対する支援



研究大学に対する支援の全体像

世界トップレベルの
研究拠点

特定分野で世界トップレベルの研究拠点
を形成

基礎研究からイノベーション創出を一気
通貫で行い、大型の産学連携を推進

共創の場世界トップレベルの
研究拠点

産学官連携を推進し、地域の産業振
興や課題解決に貢献

共創の場 地方創生
のハブ

世界と伍する
研究大学

世界と伍する研究大学

産学官で共創の場を形成し、
組織対組織の大型産学連携
を推進し社会実装を目指す

大学への支援策

世界トップレベルの
研究拠点

特定分野で第一線の研究者が世界
から糾合する優れた研究環境と、極
めて高い研究水準を誇る大学への

支援策

（大学ファンドによる大学の支援）

地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージ
（総合振興パッケージ）による支援

個人に着目
した優秀な
博士課程
学生への

支援

地域社会において
地方創生に向けて
大学のポテンシャル
活用を行う取組へ

の支援策
27



背景・課題

事業内容

○近年、我が国の研究力は、世界と比べて相対的に低下。他方、欧米の主要
 大学は数兆円規模のファンドの運用益を活用し、研究基盤や若手研究者への
投資を拡大。

○大学は多様な知の結節点であり、最大かつ最先端の知の基盤。我が国の成長
 とイノベーションの創出に当たって、大学の研究力を強化することは極めて重要。

○我が国の大学の国際競争力の低下や財政基盤の脆弱化といった現状を打破し、
大学を中核としたイノベーション・エコシステムを構築するため、これまでにない
 手法により世界レベルの研究基盤の構築のための大胆な投資を実行する。

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）（抄）
世界最高水準の研究大学を形成するため、10兆円規模の大学ファンドを本年度内に実現する。本年度末

目途に運用を開始し、世界に比肩するレベルの研究開発を行う大学の博士課程学生、若手人材育成等の研
究基盤への大胆な投資を行う。財政融資資金の償還確実性の担保の観点から、償還期には過去の大きな市
場変動にも耐えられる水準の安定的な財務基盤の形成を目指す。
また、世界と伍する研究大学に求められる、ガバナンス改革など大学改革の実現に向けて、新たな大学制度を

構築するための関連法案の次期通常国会への提出を目指す。本ファンドの支援に当たっては、参画大学におけ
る自己収入の確実な増加とファンドへの資金拠出を慫慂する仕組みとし、世界トップ大学並みの事業成長を図
る。将来的には、政府出資などの資金から移行を図り、参画大学が自らの資金で大学固有基金の運用を行う
ことを目指す。併せて、科学技術分野において世界と戦える優秀な若手研究者の人材育成等を行う。それらに
より、世界最高水準の研究環境の構築や高等教育の質の向上を図る。 

○我が国においても、世界と伍する研究大学を構築していくことが重要との観点から、
 科学技術振興機構(JST)に大学ファンドを設置し、令和３年度末に運用開始。

○世界最高水準の研究大学を形成するため、10兆円規模の大学ファンドを創設
 し、研究基盤への長期的・安定的な支援を行うことにより、我が国の研究大学に
おける研究力を抜本的に強化する。

 ※6,111億円の政府出資金を措置することで自己資本を拡充し、10兆円規模
においても従来の自己資本比率を維持。 資産運用

機関

政府

大学ファンド 民間等

研究大学

科学技術振興機構（ＪＳＴ）

運用業務担当理事/運用・監視委員会

資金拠出
資金配分

運用委託

運用益

JST債購入

資金拠出 運用に関する基本指針
助成に関する遵守事項

マッチング

寄付・

研究費等

将来の研究基盤：大学の研究施設、トップ大学の呼込み、
スタートアップ創成基盤、博士課程学生などの若手人材 等

4.5兆円
大学基金規模

3.3兆円
3.1兆円

870億円
300億円
190億円

欧米主要大学の基金規模

          ※各大学HP等に基づき作成
  （海外大学は2019年数値、国内大学は2020年度数値）

1.0兆円
8,200億円

ハーバード大学（米）
イエール大学（米）

スタンフォード大学（米）
ケンブリッジ大学（英）

オックスフォード大学（英）
慶應義塾大学
早稲田大学
東京大学

令和4年度財政投融資計画額  4兆8,889億円
令和3年度補正予算額     6,111億円
※令和3年度財政投融資計画額                    4兆円
 令和2年度補正予算額 5,000億円

世界と伍する研究大学の実現に向けた
大学ファンドの創設
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国際卓越研究大学の公募・選定について

これまでの実績や蓄積のみで判断するのではなく、世界最高水準の研究大学の実現に向けた
「変革」への意思(ビジョン)とコミットメントの提示に基づき実施。

判断

制度の趣旨を踏まえ、認定及び認可される大学は無制限に拡大するものではなく、数校程度に限定。
また、大学ファンドの運用状況等を勘案し、段階的に認定及び認可を行う。

大学数

総合科学技術・イノベーション会議及び科学技術・学術審議会が適切に情報共有等の
連携を行うことができる体制を構築。アカデミアの特性も踏まえつつ、国際的な視野から、
高度かつ専門的な見識を踏まえられるよう、外国人有識者も加えた適切な体制を構築。

審査
体制

審査においては、研究現場の状況把握や大学側との丁寧な対話を実施（書面や面接による
審査だけでなく、現地視察、ハンズオンによる体制強化計画の磨き上げなど多様な手段により審査を実施）。

段階的
審査

 令和4年12月 公募開始
 令和5年3月末 公募締切（意向表明書／体制強化計画(第一次案)提出）
 令和5年度～ 段階的審査（春～秋頃にかけて段階的に絞り込み。大学側との丁寧な対話。）

国際卓越研究大学 認定 ／ 体制強化計画 認可
助成開始（令和6年度予定） ※第2期公募開始（大学ファンドの運用状況等を勘案し、段階的に行う）

1. 公募・選定のポイント

２. 公募・選定のスケジュール

制度の趣旨や大学の負担も考慮し、大学認定と計画認可の審査プロセスを一体的に実施。要件
1. 国際的に卓越した研究成果を創出できる研究力

２. 実効性高く、意欲的な事業・財務戦略

３. 自律と責任のあるガバナンス体制
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2020年度
(令和2年度)

2021年度
(令和3年度)

2022年度
(令和4年度)

2023年度
(令和5年度)

2024年度
(令和6年度)

大 

学 

改 

革

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

資 

金 

運 

用
・
助
成

内
閣
府

文
部
科
学
省

文
部
科
学
省

科
学
技
術
振
興
機
構

大学ファンドに関するスケジュール

8/26 CSTIに
「中間とりまとめ」を報告

支
援
開
始CSTI

大学ファンド
資金運用ＷＧ

8/26 CSTI決定
「資金運用の

基本的な考え方」

科学技術振興機構(JST)に
おける体制整備

国
立
研
究
開
発
法
人
科
学
技
術
振
興
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律

令
和
３
年
１
月
28
日
成
立
・
２
月
23
日
施
行

6/1 運用業務担当理事 着任
10/1 運用・監視委員 任命

1/7 文部科学大臣
「助成資金運用の基本指針」
1/19 科学技術振興機構
「助成資金運用の基本方針」

基
本
方
針
策
定

運
用
開
始

対象大学選定
大学認定/計画認可

国
際
卓
越
研
究
大
学
の
研
究
及
び
研
究
成
果
の

活
用
の
た
め
の
体
制
の
強
化
に
関
す
る
法
律

令
和
４
年
５
月
18
日
成
立
・
11
月
15
日
施
行

11/15 
科学技術振興機構
「助成の実施方針」

4/1 資金運用企画室設置

世界と伍する研究大学となるためのポテンシャル
①国際的に卓越した研究成果の創出
②実効性高く意欲的な事業・財務戦略
③自律と責任あるガバナンス体制
※ 国立大学：国立大学法人法の改正

私立大学：寄附行為変更の認可
公立大学：定款変更の認可

CSTI 世界と伍する
研究大学専門調査会

世界と伍する研究大学の
実現に向けた制度改正等

のための検討会議

10/1 大学研究力強化室設置

2/1 CSTI決定
「最終まとめ」

CSTI
科学技術・学術審議会

11/15
文部科学大臣

公募・申請
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地域中核・特色ある研究大学総合振興パッケージの拡充

社
会
実
装
を
担
う
官
庁
や
自
治
体
か
ら
の
支
援

地域の
経済社会
国内外の
課題解決

特色ある研究の
国際展開

個々の大学が持つ研究の強みを最大化

大学全体の研究力の底上げのための基盤的活動の強化

研究力の飛躍的向上に向けて、
強みや特色ある研究力を核とした

経営戦略の構築を前提に、
大学として研究活動の国際展開や社会実装
の加速・レベルアップを実現できる環境を整備

国立大学法人運営費交付金、国立大学経営改革促進事業、国立大学法人等施設整備費補助金、
私立大学等経常費補助金（私立大学等改革総合支援事業を含む） 等 ※研究デジタルインフラの整備を含む

大学（領域）を超えた連携を拡大・促進
共同研究システムの構築 ◆共同利用・共同研究システム形成事業

（学際領域展開ハブ形成プログラムの新設）：662百万円【拡充（新規採択あり）】

一
気
通
貫
の
伴
走
支
援
体
制
の
構
築

◆世界トップレベル研究拠点
プログラム(WPI)
：7,088百万円

【 拡充（新規採択あり）】
   世界トップレベルの研究水準を

誇る国際研究拠点の形成

魅力ある拠点形成等による大学の特色化

研究機能の強化 社会実装機能の強化

人材育成機能の
強化

全国の研究者の参画が可能な共同利用・共同研究体制を中核とした、アカデミア先導型の学際研究領域の形成・開拓

◆共創の場形成支援
：13,751百万円

【新規採択あり】
   自立的・持続的な

産学官共創拠点の形成

◆地域中核・特色ある研究大学強化促進事業
181百万円【新規】［149,836百万円］

◆地域中核・特色ある研究大学の連携による
産学官連携・共同研究の施設整備事業

【新規】［50,200百万円］

令和5年度予算額 352億円
（前年度予算額 373億円）

※運営費交付金中の推計額含む

令和4年度第2次補正予算額 2,110億円 及び
988億円の内数

※[]は令和4年度第2次補正予算額

地域中核・特色ある研究大学の振興
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地域中核・特色ある研究大学の振興

 我が国全体の研究力の発展をけん引する研究大学群の形成のため、地域中核・特色ある
研究大学に対し、強みや特色ある研究力を核とした戦略的経営の下、研究活動の国際展
開や社会実装の加速・レベルアップの実現に必要な環境構築の取組を支援

【地域中核・特色ある研究大学強化促進事業】
事業期間：令和５年度～ （5年間、基金により継続的に支援）
単価・件数：5億円程度/年・件×最大25件程度 ※別途、設備整備費（30億円程度/件）
支援対象：国公私立大学
支援内容：研究戦略の企画や実行に必要な体制整備等や設備等研究環境の高

 度化を支援
 スケジュール：公募（５月26日～７月26日）

採択大学の決定（予定）（12月下旬）
 5年度目を目途に評価を行い、進捗に応じて、必要な支援を展開できるよう、文科省及び

JSPSにおいて取組を継続的に支援（最長10年を目途）

【地域中核・特色ある研究大学の連携による産学官連携・共同研究の施設
整備事業】
単価・件数：平均20億円程度×25件程度
支援内容：（注：支援対象は「地域中核・特色ある研究大学強化促進事業」に同じ）

研究力の向上戦略の下、大学間の連携等を通じて地域の中核・特色ある研究大学とし
て機能強化を図る大学による取組に対し、研究力を活かして国内外の社会課題解決やス
タートアップを含めた新産業創出などのイノベーション創出に必要な施設の整備を支援

1,498億円

502億円

【目指す姿】

 令和４年度第2次補正予算額 2,000億円
【内訳】基金：1,498億円、施設整備：502億円

特色ある研究の国際展開

コアとなる共同研究・
連携の場

地
域
の
経
済
社
会
国
内
外
の
課
題
解
決

強みや特色ある研究、
社会実装の拠点等を有する大学

文科省

補助金

（基金） 補助金

施設整備

伴走支援
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